
TOMITA Kyohei, IMADA Manato, EGAWA Michinori 

第67回(2023年度) 北海道開発技術研究発表会論文 

インフラDX・i-Construction「躍進の年」におけ

る先導事務所の取り組みについて 
－建設現場における生産性を向上させ、 

魅力ある建設現場を目指して－ 
 

帯広開発建設部 帯広道路事務所 第２工務課   ○富田 恭平 

                               今田 真統 

                                        江川 倫法 

 

近年、全国的に建設現場における技能者不足や就業者の高齢化等による担い手不足が課題と

なっている。特に北海道では全国よりも少子高齢化が１０年先行しているほか、積雪寒冷地や

広域分散等の課題を抱えている。令和５年はインフラDX「躍進の年」と位置づけられ、更なる

生産性向上が強く求められている。本稿では、i-Construction先導事務所に位置づけされた帯

広道路事務所での様々な取り組みについて報告する。 
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1.  はじめに 

 我が国では、人口減少や高齢化により、建設業就業者

数が令和２年時点で492万人となり、ピーク時(平成９年

平均)と比べて、約28％減少した1)。加えて、建設業の将

来を担う若年層の建設業離れも顕著となり、令和2年時

点での就業者数のうち約３割が55歳以上となっている1)。

これらの就業者は今後10年以内に離職することが想定さ

れ、減少傾向は今後も続くことが想定される。しかしな

がら、激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対

応を担う建設業の地域の「守り手」としての期待は大き

く2)、少数の作業員で多くの作業を受け持つことになる

ことが想定される。 

その中で、国土交通省では平成26年に「新・担い手３

法」が改正された1)。新・担い手３法では、働き方改革

の推進や生産性向上への取り組みに関する事項が盛り込

まれ、適切な工期設定や施工時期の平準化に加えて、情

報通信技術の活用が求められている。 

このような情勢において、北海道開発局では「インフ

ラDX・i-Constructionアクションプラン」の取り組みを

推進するため、各開発建設部にi-Construction先導事務

所を展開している3)。帯広開発建設部帯広道路事務所

（以下、帯広道路事務所とする）もその1つに選定され、

開発建設部内においてインフラDX・i-Constructionを先

導する役割が求められている。 

本稿では、帯広道路事務所が所掌する工事において採

用されているインフラDXやi-Construction、生産性向上

に関する様々な取り組みについて報告する。 

2.  帯広道路事務所が担う事業について 

帯広道路事務所では、北海道横断自動車道網走線（足

寄IC－陸別小利別）(図-1、以下「横断道」とする)およ

び帯広広尾自動車道（忠類大樹IC－(仮称)豊似IC）(図-2、

以下「広尾道」とする)において高規格道路改築事業を

推進している。 

 

 

図-1 北海道横断自動車道網走線箇所図4) 

 

 

図-2 帯広広尾自動車道箇所図4) 
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また、本年度では横断道９工事及び広尾道３工事の計

１２工事において改良工事を実施している。次章以降で

は、各工事を対象としてi-constructionに関する取り組

みについて報告する。 

 

3. 事業全体でのi-constructionに関する取り組み 

(1) ICT（土工）及び３次元データの活用状況 

 本年度の工事における、ICT（土工）およびBIM/CIM等

の３次元データの活用状況は、高規格道路事業の全12工

事のうち、主な工種が構造物である工事を除く11工事に

おいて、ICT技術の活用がなされている。また、ICT（土

工）に規定されるICT施工技術については、11工事全て

で①から⑤までの全ての施工プロセスの段階で活用がな

されていた。 

① ３次元起工測量 

② ３次元設計データ作成 

③ ICT建設機械による施工 

④ ３次元出来形管理等の施工管理 

⑤ ３次元データの納品 

また、BIM/CIM等の３次元データの活用では、１２工

事中５工事において、その活用が確認された。実施内容

としては、施工計画の検討や発注者や下請に対する協議

用に３次元データの活用がなされていた(表-1)。 

 

表-1 対象工事におけるICT（土工）活用状況 

該当工事数

11/12

活用の有無 5/12

実施内容例

・施工計画の検討

・完成モデルを用いた

　関係機関との打合せ

・下請に対する施工の説明

ICT(土工)の活用有無

BIM/CIM等の

3次元データの活用

 

 

(2)  生産性向上チャレンジの設定状況 

 工事着工時(第１回工事円滑化会議時点)における、各

工事の生産性向上チャレンジの設定状況を整理すると、

以下のように大きく４つに分類された。なお、カッコ内

は該当工事数を示し、各工事において１～２件のチャレ

ンジ項目が設定されている。 

① WEBカメラによる遠隔での施工・安全管理 

② 杭ナビ及び快測ナビの活用による出来形確認等の省

力化 

③ 遠隔臨場の実施 

④ 小黒板タブレットを活用した作業資料作成工程の短

縮化 

 各工事とも、定量的に省力化等の実証効果が測定でき

る項目を設定していることが推察された。このうち、快

測ナビの実施状況を写真-1に示す。 

 
写真-1 快測ナビ実施状況 

 

(3) 新技術(NETIS)の活用状況 

 各工事における新技術(NETIS)の活用状況について紹

介する（表-2）。本節で紹介している技術は、本年度工

事での活用実績が２工事以上のものである。最も多く採

用された技術としては、VRによる安全教育を行うVR事故

体験・安全教育「ルッカ」である(写真-2)。各現場とも

安全管理への意識が高いことがうかがえる。また、安全

管理に関する技術のほかにも、ICT油圧ショベル

「Solution Linkage Assist」(写真-3)に代表されるICT

（土工）に関する技術も複数含まれ、前節で示したICT

技術の活用促進に貢献しているものと考えられる。 

 

表-2 新技術(NETIS)  の活用状況 
登録番号 技術名称 活用工事数

QS-190006-VE VR事故体験・安全教育「ルッカ」 8

KT-180090-VE 土木用鉄筋結束機「ツインタイア」 3

KT-190027-VE ICT油圧ショベル「Solution Linkage Assist」 3

KT-140022-VE 地上型３次元レーザースキャナによる形状計測 2

KT-170001-VE 建設現場向け特殊無線「HERIMA」 2

KT-200121-VE 熱中対策ウォッチ 2

QS-190011-VE 安全マン(吊荷警報装置) 2

QS-200052-VE 後付バックホウ３Dガイダンスシステム 2

HK-220005-A 広範なカバリッジ対応のデータ通信技術　エコモシステムⅡ 2 

 

 

写真-2  VR事故体験・安全教育「ルッカ」 

 

 

写真-3 ICT油圧ショベル「Solution Linkage Assist」 
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4. 各工事におけるi-constructionへの取り組み 

(1) 遠隔臨場の活用効果 

 横断道の陸別町事業箇所は、帯広道路事務所からは約

100kmの距離があり、片道２時間程度の移動時間を要す

ることから、遠隔臨場の有用性が顕著となる。ここでは、

横断道の工事における遠隔臨場の実施状況について、11

月末時点で工事竣工済の令和５年度川向南改良工事を例

に紹介する。 

 本工事では、本線施工のほかに側道の施工を実施して

おり、本線に比べて道路線形が複雑なことに加え、土工、

法面工、舗装工など工種が様々である。そのため、段階

確認および現地立会が高頻度に行われた。現地立会の際

には、監督職員が到着するまで施工業者の待機時間が長

くなる傾向がある。その一方で、遠隔臨場による立会で

は、現場での準備が整ったタイミングで立会を開始する

ことが可能となるため、合計12回の遠隔臨場により待機

時間が約8割短縮され、作業効率の向上が実現した(表-

3)。また、発注者である監督職員の移動時間も１回あた

り約４時間短縮されるため、遠隔臨場の実施は受発注者

双方にとって、利点のあるものといえる。 

 

表-3 遠隔臨場の活用効果(R5川向南改良工事) 

待ち時間 実施回数 総待ち時間

現場臨場 0.5h/回 12 6.0h

遠隔臨場 0.1h/回 12 1.2h  
 

(2) ３次元データを活用した施工手法の検討 

 本節では、３次元データを活用して構造物の施工手法

を検討した事例を２例紹介する。 

a) ボックスカルバート工におけるBIM/CIM等の活用 

 １例目として、広尾道の令和５年度大樹道路改良工事

で施工したボックスカルバート工での取り組みを紹介す

る。 

 本工事で施工するボックスカルバートは、広尾道と北

海道道清水大樹線が交差する箇所にあり、内空幅7.4m×

高さ5.1m（２連）と、比較的大型の鉄筋コンクリート構

造物である。このとき、ボックスカルバートの起点側に

は道道の迂回路を設置するため、施工ヤードは狭隘とな

る(図-3)。 

 

 
図-3 ボックスカルバート工の３Dモデル作成 

 本工事では、起工測量により取得した３次元地形デー

タと、ボックスカルバートの３次元設計データを元に、

クレーン等の建設機械の設置位置や作業ヤードの設置箇

所を検討した。その結果、一般的な移動式クレーンによ

る施工を想定した場合には、作業半径が足りず複数箇所

にクレーンを設置しなければならないことが明らかとな

った。一方で、より作業半径の大きい定置式水平ジブク

レーン(図-4)による施工を想定した場合、終点側の狭い

ヤードでもボックスカルバートの最遠部までジブによる

資材搬入が可能であることが明らかとなった。このこと

から、定置式水平ジブクレーンを採用することとした

(図-5)。 

このように、３次元データによる検討により、使用す

るクレーンの選定や詳細な施工計画検討が容易となり、

作業効率向上が期待できる。 

 

 

図-4 定置式水平ジブクレーンの設置シミュレーション 

 

 

図-5 ３次元データによるクレーン作業半径の検討 

 

b) 橋梁下部工におけるBIM/CIM等の活用 

 ２例目として、横断道の令和５年度陸別改良工事で施

工した橋梁下部工での取り組みを紹介する。 

 本工事は、（仮称）陸別ＩＣ橋のＡ２橋台の施工を含

む改良工事であり、仮設搬入路やクレーン配置の設定な

ど施工計画の検討項目が多く、複雑な工事であった。そ

のため、橋梁下部を含む工区全体を３次元点群処理ソフ

トを用いて地形データ及び設計データを読み込むことで、

施工計画の検討を実施した(図-6)。 
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図-6 橋梁下部工の3Dモデル作成 

 

 陸別ＩＣ橋Ａ２橋台は、高さが17.1mと比較的高く、

想定される作業ヤードから通常の移動式クレーンによる

施工を実施した場合、施工箇所上空に配置された高圧送

電線に接触する懸念があった。そこで、３次元処理ソフ

トを用いて高圧送電線の影響範囲と移動式クレーンの作

業半径を設定し、影響範囲を検討した。その結果、高圧

送電線への接触の可能性があることが明らかとなり、当

初想定箇所での移動式クレーンによる施工は安全上問題

があると結論づけた(図-7)。 

 

 

図-7 高圧送電線の影響範囲の検討(移動式クレーン) 

 

  また、作業ヤードの場所を変更した場合についても

検討したが、クレーンの設置位置がより低い位置になる

ことからクレーンのアーム角度を大きくする必要がある

ため、最遠部までジブが到達できないことが判明した。 

 そこで、マストの位置・高さを固定し、水平にジブを

伸ばすことで作業半径を広げる、定置式水平ジブクレー

ンによる施工が検討された。定置式水平ジブクレーンで

は、移動式クレーンの操作と異なり、水平ジブ部を高圧

送電線よりも下に設定することで接触の可能性を排除し、

安全な施工を実現できる。このことから、定置式水平ジ

ブクレーンによる施工を決定した(図-8)。 

 

 

図-8 高圧送電線の影響範囲の検討 

(定置式水平ジブクレーン) 

 

(3) 電波不感地帯における取り組み 

 横断道の建設現場は、奥深い山中で施工されているこ

ともあり、通信電波の不感地帯が多く存在する。ここで

は、令和５年度勲祢別南改良工事を例に、電波不感地帯

での取り組みを紹介する。 

 当工事の施工区間は、携帯電話等の電波が届かない不

感地帯であるため、緊急時の連絡方法や現場作業環境に

ついて検討する必要があった。そこで、衛星通信サービ

ス「starlink」(space X社) (図-9)を現場に設置した。 

「starlink」は、機器を設置するだけでアンテナが人

工衛星の電波を探す仕組みとなっており、今まで携帯電

話会社の電波が届かなかった地域でも通信できるように

なる。これにより、ICT建設機械の運用に必要な通信環

境を確保すると共に、SNSを通して通話・連絡やクラウ

ド式Webカメラを利用した遠隔での現場確認を行える環

境整備が可能となった(図-10)。 

 

 

図-9 衛星通信サービス「starlink」 

 

 
図-10 電波不感地帯でのWebカメラ使用 
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5. 先導事務所としての取り組み 

(1) 帯広工業高校とのパートナーシップ協定 

 帯広道路事務所を含む帯広開建河川・道路の５事務所

では令和４年度より、帯広工業高校とのパートナーシッ

プ協定を締結している。令和５年度は、建設業への理解

を深めることを目的に道路事務所の業務や直轄工事現場

の見学会を実施した。 

 その一環として、各工事におけるICT活用について触

れる機会を提供した(写真-4)。 

 

 

写真-4 ３次元データを用いた打合せ状況の見学 

 

(2) 現場見学会の実施 

 本年度の帯広道路事務所では、令和５年度時点で全道

で３基存在する定置式水平ジブクレーンのうち、２基を

直轄工事で導入した。そのため、開発局内外からの現場

見学会を積極的に受け入れてきた。 

 前述のようにパートナーシップ協定を結んでいる帯広

工業高校に加え、工事現場のある陸別町や大樹町の小中

学生など就業前の学生、生徒を対象とした見学会が多く

行われ、建設業を知ってもらう契機となっている(写真-

5)。 

 

 

写真-5 現場見学会の様子 

 

6. 今後の展望 

本報告では、i-Construction先導事務所である帯広道

路事務所における、インフラDX・i-Constructionの推進

に向けた様々な取り組みについて紹介した。その中で、

i-Construction先導事務所としての帯広道路事務所の取

組状況を表-4にて示す。 

直轄工事での各施工業者の取り組みが光る一方で、発

注者が主体となるべきICTの推進活動や、事業全体での

包括的な取り組みに乏しいと考える。労働人口が減少す

る中で、発注者と受注者が手を取り合ってインフラDX・

i-Constructionを推進させることは、生産性向上に向け

た大きな足がかりになると思われる。したがって、私た

ち発注者に関しては、過去２年で蓄積されたインフラ

DX・i-Constructionに関する知見を活かすとともに、工

事現場以外での上流側でのi-Constructionの取組を推進

することが必要である。そうすることで、さらに魅力あ

る現場を提供することが可能になると考える。 

 

表-4  i-Construction先導事務所としての 

帯広道路事務所の取組状況3) 

先導事務所の取組 実現状況

・ＩＣＴ活用工事を実施 ◎

・BIM/CIM活用工事・業務を拡大 ○

・３次元データの活用 ○  
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